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エコノミスト調査」日本経済新聞，2017年 7月 6日朝刊 p. 8。原田逸策「中国景気，緩やかに減速，習氏，成長よ
り調和重視，環境改善やバブル抑制」日本経済新聞，2017年 10月 20日朝刊 p. 3。さらに，Reuters電子版「第 4
四半期の中国経済，来年の景気減速示唆＝中国版ベージュブック」





 　実際，党大会に関する日本の報道でも，2017年 10月 18日に開幕する大会にあわせて日本経済




























2017年 3月 6日朝刊 p. 3。
3）いずれも日本経済新聞 2017年 10月 12日朝刊の記事。「習氏 2期目へ基盤固め，思想を党行動指針に，7中全会
開幕，指導部人事も詰め（2017共産党大会）」p. 9。「特集 ― 中国共産党大会，18日開幕，習氏主導で人事刷新，指
導部に側近を起用，自らの思想明記で権威付け」p. 12。「特集 ― 中国共産党大会，18日開幕，経済課題に処方箋，
過剰債務や国有企業改革」p. 12。
4）日本経済新聞「規約に習氏思想承認」2017年 10月 12日朝刊 p. 5。
5）日本経済新聞「中国構造改革の道―企業淘汰 /金融に透明性」2017年 9月 27日朝刊 p. 33。
6）山口亮子 2017「党大会で中国共産党が言わざるを得なかったキーワード」「WEDGE Infinity」〈http://wedge.




































 〈http://ivanwil.cocolog-nifty.com/ivan/2017/10/post-4fa5.html〉（2017年 10月 14日掲出，2018年 1月 26日確認）。
8）注 1における李首相の強い意志はその表れである。
9）cf. 朱寧［2017］。また，イヴァン・ウィル「中国が「暗黙の保証」の問題に対処できていない現状」〈http://





























11）日本経済新聞 2016年 12月 30日朝刊 p. 5。次が，不動産バブルの体験談としての駐在員レポート。小高航「街角
スケッチ上海から―不動産バブル駐在員が受難」同紙 1月 10日夕刊 p. 2。これは，不動産バブルによって，駐在
員が突然立退きを食らうという体験報告である。これをより大きな視点から，GDP構成比に着目したのが，「羅針
盤―中国，金融危機の「発火点」」という囲み記事である。原田逸策，同紙 1月 30日朝刊 p. 4。金融業の比率が 8.3％
で 10年前の 2倍，さらに不動産業の比率は 6.5％と過去最高，一方製造業は 8㌽低下が報告されている。ここから
債権の債務不履行が強く危ぶまれている。また，1 ― 2月の主要統計から公共投資への依存が強まりそうであること
も記事になっている。原田逸策，同紙 3月 15日朝刊 p. 9。この記事は，自動車販売の急減と言う消費の貢献縮小
との対比で公共投資依存体質を指摘し，党大会との絡みで痛みを受け入れる構造改革の困難性を浮き彫りにしてい
る。
12）原田逸策「住宅価格，62都市で上昇」日本経済新聞，4月 18日朝刊 p. 3。原田逸策「中国不動産，止まらぬ過熱」
同紙，朝刊 4月 19日 p. 8。




































14）張勇祥「中国，金融市場が動揺」日本経済新聞 2017年 4月 4日朝刊 p. 9。
15）原田逸策「南京消える新築物件」日本経済新聞 2017年 4月 19日朝刊 p. 8。
16）粟井康夫「「影の銀行」規制に警戒感」日本経済新聞 2017年 4月 23日朝刊 p. 2。
17）小高航「「一帯一路」地方政府も投資」日本経済新聞，5月 15日朝刊 p. 3。
18）日本経済新聞，「月曜経済観測」6月 5日朝刊 p. 3。聞き手は，中国総局長　高橋哲人。




































 　まず初めに出てきた兆候は，11月 23日の上海株 1年ぶりの下落率である。日本経済新聞が 11
20）浅井正智・平岩勇司「2大都市異例のデモ」東京新聞 2017年 6月 24日朝刊 p. 12。
21）張勇祥「一目均衡　中国「官製相場」見抜く個人」日本経済新聞 2017年 8月 8日朝刊 p. 8。
22）張勇祥「政府買い支えいつまで」日本経済新聞 2017年 10月 8日朝刊 p. 6。

































 　報じたのは，上海ロイターが最初で，11月 26日一報を 27日の Reuters Webページで報じてい
る27）。また，同日日本経済新聞朝刊にもこのことについて報じられている28）。ここでは，2つの記事
24）日本経済新聞「東京株式市場の中国関連株下落報道」2017年 11月 27日朝刊 p. 17。
25）日本経済新聞「アジアラウンドアップ」2017年 12月 1日夕刊 p. 5。
26）張勇祥「上海株，3か月半ぶり安値」日本経済新聞 2017年 12月 7日朝刊 p. 8。
27）Samuel Shen，John Ruwitch「アングル：中国資産運用業界に激震か，理財商品の元本保証禁止」Reuters Webペー
ジ，〈https://jp.reuters.com/article/china-regulations-idJPKBN1DR0IA〉（2017年 11月 27日掲出，2017年 12月 27
日確認）。
28）原田逸策，張勇祥「「影の銀行」規制，中国が本腰」日本経済新聞 2017年 11月 27日朝刊 p. 4。
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30）前掲，Samuel Shen，John Ruwitch Reuters Webページ 2017年 11月 27日の記事。
31）前掲，原田逸策，張勇祥，日本経済新聞　2017年 11月 27日朝刊の記事。
32）Shenmarco「理財商品の元本保証禁止という当たり前な規制が始まる」Live door blog


































 〈http://ivanwil.cocolog-nifty.com/ivan/2018/2/post-4fa9.html〉 （2018年 2月 3日掲出，2018年 2月 8日確認）。
34）日経ビジネス「中国債券，過去最高の債務不履行」2017年 12月 11日号　pp. 124 ― 125
 ただし，The Economist 2017.12.2 ― 8より転載記事。







































36）朝日新聞 2017年 12月 21日朝刊 p. 9。原田逸策「中国，融資伸び圧縮」日本経済新聞 2017年 12月 21日朝刊 p. 9。
37）粟井康夫「中国株「規制の嵐」への警戒感」日本経済新聞 2017年 12月 3日朝刊 p. 6。また，日本経済新聞は直
前の 12月 15日にも会議へ言及する記事を載せている。原田逸策「中国，金融リスク抑制重視」日本経済新聞
2017年 12月 15日朝刊 p. 15。
38）イヴァン・ウィル「中国で不動産税の議論が本格化」「イヴァン・ウィルのブログ」〈http://ivanwil.cocolog-nifty.







































40）原田逸策「1強習氏，金融でも強権」日本経済新聞 2018年 1月 4日朝刊 p. 4。
































5793.html〉（2017年 12月 2日掲出，2017年 12月 28日確認）。また前掲，張勇祥　日本経済新聞 2017年 11月 24
日掲載記事。
43）不動産開発に関する規制を強めた場合どのようなことが起こるのかをレポートしたのが以下の記事である。張勇








































news/171207/wor1712070036-n1.html〉（2017年 1月 27日掲出，2018年 1月 10日確認）この記事は，都市同士の
対抗意識を軸にして，インフラ投資競争を解釈している。ただし，それが債務問題に直結していることも発展改革
委員会委員の言葉として紹介している。
46）日本経済新聞電子版「習政権を揺さぶる地方の債務問題」〈ht tps ://www.n ikke i . com/ar t i c le/








































49）原田逸策・原島大介「習氏の一喝で GDP修正」日本経済新聞 2017年 8月 22日朝刊 p. 3。
50）原田逸策「中国地方統計相次ぐ修正」日本経済新聞 2018年 1月 26日朝刊 p. 3。


















































































































〈http://ivanwil.cocolog-nifty.com/ivan/2017/12/post-5793.html〉（2017年 12月 23日掲出，2017年 12月 28日確認）。







































54）Dinny Mcmahon, Bob Davis「中国の経済成長モデルの欠陥を示す曹妃甸工業区」The Wall Street Journal　電子版 
 〈http://jp.wsj.com/articles/SB10001424127887323471504578627000790831828〉（2013年 7月 25日掲出，2018年 2
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ivanwil.cocolog-nifty.com/ivan/2017/11/post-05cf.html〉（2017年 11月 5日掲出，2017年 12月 28日確認）。
56）イヴァン・ウィル「農村宅地の「資格権」に見る中国経済の錬金術」「イヴァン・ウィルのブログ」〈http://



































www.tokyo-np.co.jp/article/world/list/201712/CK2017122202000124.html〉（2017年 12月 22日掲出，2017年 12月
28日確認）。
 また，各地の同種事件に関しては，蘋果新聞Web「河北仿效北京強驅低端人口警暴力清場拖走村民」〈https://
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 The Characteristics of the Chinese Society from 
the viewpoint of the Tacit Guarantee and 
Financial Regulation Tightening 
Takehiko MATSUDO
 要　　旨 
 　2017年 10月中旬に開幕した第 19回中国共産党大会は，習近平氏の「一強体制」確立が現実化す
るかに注目が集まっていた。しかし，中国経済の減速を受けて金融健全化の流れがどの程度強化され
て出てくるかに，今後の中国社会の動向がかかっていた面も見逃すことができなかった。その場合，「暗
黙の保証」という公的にははっきりとしないが，どのようなことが起こっても最後は政府がなんとか
してくれるという意識が経済施策の展開とどのように交差するかは興味深いところであった。本稿は
この点を主に新聞と雑誌の記事を追うことによって解明しようとしたものである。債務の膨張への危
惧がこのような流れの根底にあるが，これと「暗黙の保証」が危機回避の隘路になっていることが明
らかになった。 
